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1978 年の新構想教育大学の設置から 2008 年の教職大学院の設置を経て、現在、「国立の
教員養成系修士課程の教職大学院への原則移行」という形で、全国規模で改革が進行中であ
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2018 年 5 月に上越教育大学がホスト大学として開催する国際教師教育学会(International Society 
for Teacher Education: ISfTE)の準備の機会をとらえて、ローカルなネットワークとグローバルな


























ブ開発に充てられている。旅費は含まれないが、11 月にマレーシアで開催された ISfTE アジア・
パシフィック大会に、日独両国から研究分担者・協力者ら 4 名が参加した。 
 
〔2017 年度経費〕 4 月にデンマークで開催された ISfTE 2017 デンマーク大会にて研究成果を発
表したため、研究分担者末松氏の旅費・学会参加費計約 47 万円が含まれる。また、ISfTE 2018
日本大会が新潟で開催される機会をとらえ、国際共同の促進へ向けて約 31 万円をウェブ開発や
印刷費、講師招聘費（2017 年 2 月研究会）に充てた。約 12 万円は研究討議参加と準備にかか






 辻野けんま(2018)『大学における教育経営職育成の国際共同開発』（平成 28～29 年度上越
教育大学研究プロジェクト報告書） ※本報告書 
 
 Hiroki SUEMATSU & Kemma Tsujino, Finding Alternatives and/or Following Global 
Trends for School Leaders?: Reflection of Educational Management in Japan, 37th 
Annual International Seminar for ISfTE in Denmark, 24-28 April 2017. 
  
                                                   
1 本報告書において「インターネット会議」とは、フリーソフト Skype のビデオ通信機能を用いた会議を
指している。2 地点間ないし 3 地点間で接続し、1 対 1～複数対複数など様々な形態で開催した。 
2 本研究プロジェクトの一環として予定したものではなかったが、関連・派生して生まれた日独の共同研
究もある。たとえば、Hiroki Suematsu, Ulrich Iberer, Kemma Tsujino & Tobias Stricker, Is Headteacher 
a Real School Leader?: Expectations and Limitations in Japan and Germany, Bildungs- und 
Schulleitungssymposium, Pädagogische Hochschule Zug, Switzerland, 5-9 September 2017. 
年 度 経 費 
2016 年度 53,000 円 
2017 年度 907,000 円 





























 研究成果発表（ISfTE 2017 デンマ
ーク大会。辻野・末松が参加。） 
〔下半期〕 
















































































教職大学院は 2008 年から設置が始まった教育の専門職大学院である。開設当初の 19 校
から 2017 年度現在では 53 校を数えるに至り、地理的にもほぼ日本全国に展開するように
なった。教職大学院は、教育委員会や学校との連携が義務づけられた大学院であり、近年で
はその連携の実質化がいっそう強く求められている7。一方、この制度の課題も指摘されて

































































は、ウルリッヒ・イベラー博士(Dr. Ulrich Iberer)およびザビーネ・マイゼ氏(Sabine Meise)17
とのインターネット会議をふまえた知見を整理する。それに先立って、LW 教育経営コース
の概要を図表 1 に、また、教育課程の構造を図表 2 にまとめた18。 
LW 教育経営コースは 2003 年創設された19。2 年制の課程であり、働きながら修士号取





（図表 1）LW 教育経営コースの概要 
修了学位 修士(M.A.) 
在学期間 4 ゼメスター（2 年間）、職業随伴、継続教育 
入学資格 大学卒業資格、2 年間以上の職業経験（うち 1 年間以上の教育制度内での職業経験） 
応募期間 毎年 4 月 15～5 月 31 日 
学期始期 冬学期（10 月 1 日） 




Mehr zum methodischen Aufbau 
内容 課程は、14 のモジュールで構成される。モジュールの詳細：Mehr zu den Studienmodulen 
ECTS 課程は計 90 ECTS（単位）の範囲で設計されている。 
参考 2003年来、教育経営コースの課程は認証評価をうけている。これまでに 200名以上の修了生を
輩出してきた。教育課程についての意見：Meinungen zum Studiengang 
詳細情報 課程についてのさらに詳細な情報は、『教育経営コースの教育課程』修士課程教育管理(Ulrich 
Müller, Gerd Schweizer, Sven Wippermann, 2008)において説明されている。 









17 2017 年秋より北西部ニーダーザクセン州のオルデンブルク大学に勤務。 
18 図表 1、2 ともに同大学 HP の情報を邦訳したものだが、インターネット会議（最終開催は 2017 年 1
月 23 日）により事実確認した内容となっている。 
19 ここでの記述内容は、ウェブサイト上に公開されている文書の分析に加えて、主に 2017 年 1 月 23 日
に行ったインターネット会議に基づいている。当該会の会議参加者は、筆者辻野の他、菅原至氏、河野麻

































の経営の問題をも扱う24。M12 は、30 名の学生を 3 グループに分け、経営の難局ケースを











































































「教職大学院の課程の修了要件」第 29 条…45 単位以上の修得 
4. 平成 15年文部科学省告示第 53号（専門職大学院設置基準第五条第一項等の規定に基づく専門職大学院に関し必要な事項） 
http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/k20030331013/k20030331013.html 

























領域の履修を減らしたりなどして工夫することや、必要に応じて総単位数を 12 単位程度に減少させることも可能とする」 
3. 「教職大学院の教育課程の単位数一覧」 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/093/093_2/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2012/12/19/1329055_003.pdf 
大学間で、必修科目は 18～22 単位、実習科目は 10～14 単位の幅がある。 
「実習の一部又は全部の免除」（教職大学院の課程の修了要件） 





































学部教育の単位数を一人当たり年間 4 単位程度までとする※。 
※この基準は、各教員の担当する単位数ではなく、教職大学院の専任教員が担当する学部教育の単位数の合計から判断し、専任教員全体
でみた場合に一人当たり 4 単位程度までということ。（例）専任教員が 15 名の場合、(ア) 15 名が各々4 単位を担当、(イ) 10 名は各々6 単






















課程を 1 年間とするのか 2 年間とするのか、という課題に直面する。これについては、派
                                                   
26 兵庫教育大学教職大学院「教育政策リーダーコース」がこの分野を開拓してきている。 
27 たとえば、上述の兵庫教育大学教職大学院の例では、共通必修科目の単位数は、教育政策リーダーコー










































位以外のものについては、第 14 条第 2 項の規定にかかわらず、前条第 1 項（同条第 2 項において準用する場合を含む。）の規定により当
該教職大学院において修得したものとみなす単位数及び次条第 2 項の規定により免除する単位数と合わせて当該教職大学院が修了要件と
して定める 45 単位以上の単位数の 2 分の 1 を超えないものとする。」 
2. 平成 29 年度教職大学院入学者選抜実施状況の概要 
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kyoushoku/kyoushoku/1336526.htm 
 教職大学院の数：53 校（前年度より 18 校増） 
 入学定員の合計：1,376 名（前年度より 152 名増） 
 志願者数の合計：1,744 名（前年度より 201 名増） 
 入学者数の合計：1,342 名（前年度より 125 名増） 
うち現職教員 648 名（前年度より 60 名増） 
学部新卒学生等 694 名（前年度より 65 名増） 
 入学定員充足率：97.5％（前年度より 1.9％減） 
3. 教職大学院構想に対する疑義と回答（内閣府⇔文部科学省） 




























                                                   
28 1 年目のみ大学院にフルタイムで就学し、2 年目は現場勤務しつつ身分は大学院に在籍という形態をと
る、いわゆる「14 条特例」の形態などがある。 




呈されたことがある（2011 年 7 月 20 日）。また、ある小学校長は「修士課程をなくして教職大学院に統




























































41 上越教育大学では、海外の学校を訪問し授業等を行うユニークな科目として、「海外教育実践研究 A, B, 













































                                                   






































                                                   
47 こうした理解は、主として武川(2000)等に着想を得ているが、「personal level」は筆者が加えた。 
（図表 5）教育経営職の視野 
 連帯(solidarity) 承認(acknowledgement) 
国際性(global level)   
国家性(national level)    
地域性(local level)   














                                                   
48 この構想の淵源は、かつての「概算事業要求書」（2015 年 6 月上越教育大学提出）にあるが、当時の概
算事業自体が流れてしまったため、事業全体は財源はじめ必要なリソースなく断念せざるを得なかった。
しかし、この構想そのものは本研究プロジェクトの底流にある問題関心に引き継がれることとなった。 
49 大会パンフレットの p.22 参照。http://isfte2018.juen.ac.jp/abode/50/documents/Pamphlet-final.pdf 












































上越市・上越市教育委員会    
妙高市・妙高市教育委員会    
赤倉温泉旅館組合        
直東学園            
アートホテル上越        
上越観光コンベンション協会   
寿し処なかに          
NPO法人おりづる        
フォッサマグナミュージアム   
関川の関所「道の歴史館」    
道の駅あらい          
寿酒店             
楽酔亭             
一般社団法人 雁木のまち再生  
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ﾁｬｰﾙｽﾞ･ｽﾄﾗｯﾄﾝ（国際フリースクール ICAN 代表） 
山崎美枝子（元公立小学校長） 
専門的助言 
Dr. Sheryl Rushton  Weber State University (USA) 
Prof. Nuray Senemoglu  Hacettepe University (Turkey) 
Prof. Micheal VanWyk University of South Africa (South Africa) 
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Prof. Dr. Karen Berg Petersen 
 Danish School of Education, Aarhus University (Denmark) 
Special Thanks to   
Prof. Dr. Colin Mably Co-founder of ISfTE (U.S.A.)  
Prof. Dr. Peggy J. Saunders Weber State University (U.S.A.) 




























                                                   
50 詳細は、辻野(2018)を参照。 
51 海外の学会員のアイデアは電子メール等によってもたらされることが多いが、学会 PR ムービー（※）
での日本へのメッセージにも表現されている。このように視覚化された情報が地域住民との会合で紹介
されるときには、地域社会のエネルギーを覚醒させうるインパクトがあるように感じられる。※ “ISfTE 
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 小島弘道(2004)『校長の資格・養成と大学院の役割』東信堂。  













会・学校当事者の意識から―」『上越教育大学紀要』第 36 巻 1 号、275～284 頁。 
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